
感染症法に基づく
「医療措置協定」について

長野県 健康福祉部 感染症対策課

【医療機関（病院･診療所）】
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医療措置協定について
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○感染症指定医療機関だけでは入院患者へ対応できず、一般医療機関等が通常医療を制限しなが

ら病床を確保する必要が生じた。

○多数の感染症患者の受入れを想定した入院調整、救急搬送、院内ゾーニング等の具体的な訓練

が積極的に行われていなかったため、受入体制の構築に時間を要した。

○感染拡大初期の新型コロナの特性が明らかではない時期から対応する医療機関と、ウイルスの

特性が明らかになってきた後に対応する医療機関との役割分担が平時から明確ではなく、医療

機関間の役割分担の調整が困難な地域も見られた。

○増加する入院患者への対応に、医療人材を外部の医療機関から確保することが必要な場合も

あったが、都道府県を越えた医療人材派遣の仕組みがなく、災害時医療のような広域支援が困

難であった。 など

新型コロナの課題を踏まえ、平時から新興感染症に備え、有事の際に迅速かつ的
確に対応できる仕組みづくりが必要に！ 3

感 染 症 法 改 正 の 背 景 （ 新 型 コ ロ ナ の 課 題 ）



医 療 措 置 協 定 の 趣 旨

医療措置協定は、

新興感染症として新型コロナと同等の感染症を想定しており、

新興感染症へ備える体制の構築に向けて、

新型コロナにおける最大の体制と同程度の規模を確保する

ことを目標としています。



【医療措置協定を締結したらどうなるの？】

✓新興感染症が発生した場合、県は、感染症の特性や感染状況等を踏まえ、協定締結医療機関に対して、

協定に基づく対応の実施を要請する予定です。

※協定締結医療機関におかれては、協定を履行できない「正当な理由」がある場合を除き、対応をお願いします。

✓ 協定には、平時からの備えとして、個人防護具の備蓄についても盛り込むことを検討しています。

✓ 協定締結医療機関は、院内で行う研修や、外部での訓練・研修に積極的に医療従事者を参加させるこ

となどにより、平時から人材の育成を行っていただきたいと考えております。

✓ 協定締結医療機関は、県ホームページに医療機関の名称等を掲載する予定です。

✓ 協定締結医療機関に対し、国では措置に要する費用や設備整備等の支援が検討されています。

☞ 令和６年９月までに協定の締結を目指しています。 5

新型インフルエンザ等感染症、指定感染症（当該指定感染症に罹った場合の病状の程度が
重篤であり、かつ、全国的に急速なまん延の恐れがあるものに限る）及び新興感染症

☞協定は、基本的に新型コロナ対応と同程度の対応を想定したものです。

医 療 措 置 協 定 に つ い て



【参考】協定が履行できない「正当な理由」

○感染状況や医療機関の実情に即した個別具体の判断が必要になりますが、例えば、

①院内での感染拡大等により、医療機関内の人員が不足している場合

②ウイルスの性状等が協定締結時に想定していたものと大きく異なり、患者一人当たりに必要となる

人員が異なる場合

③感染症以外の自然災害等により、人員や設備が不足している場合等

※協定締結時の想定と異なる事情が発生し、協定に沿った対応が困難である等やむを得ないと県が判断
する場合は、協定の履行ができなくても「正当な理由」にあたります。

○このほか、国は、県や医療機関からの情報が蓄積され次第、都度、協定が履行できない「正当な理

由」の範囲について、不公平にならないよう、できる限り具体的に示すこととなっています。
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協 定 指 定 医 療 機 関 の 指 定
医療措置協定を締結していただいた医療機関のうち、協定の内容や指定要件に応じて、

協定医療機関の指定をさせていただきます。

指定
種別

協定締結対象
実施する措置

病院 有床診療所 無床診療所

第一種 （ア） 入院（病床確保）※流行初期、流行初期以降は問わない ● ● ー

第二種
（イ） 発熱外来 ※流行初期、流行初期以降は問わない ● ● ●

（ウ） 自宅療養者等への医療の提供 ● ● ●

ー
（エ） 人材派遣 ● ● ●

（オ） 回復後患者の受入れ(後方支援) ● ● ー

＜主な指定基準＞

＜協定内容＞

指定種別 実施する措置 指定基準

第一種協定指
定医療機関

病床確保

・当該機関に所属する者に対して、最新の知見に基づき、適切な感染の防止その他必要な措置が実施可能であること。
・院内感染対策を適切に実施しながら必要な医療提供が可能であること。
・新興感染症発生等公表期間に、知事からの要請を受けて感染症患者を入院させ、必要な医療を提供する体制が整っていること。

第二種協定指
定医療機関

発熱外来

・当該機関に所属する者に対して、最新の知見に基づき、適切な感染の防止その他必要な措置が実施可能であること。
・院内感染対策を適切に実施しながら必要な医療提供が可能であること。
・新興感染症発生等公表期間に、知事からの要請を受けて外来診療を提供する体制が整っていること。

自宅療養者等への
医療の提供

・当該機関に所属する者に対して、最新の知見に基づき、適切な感染の防止その他必要な措置が実施可能であること。
・新興感染症発生等公表期間に、知事からの要請を受けて、外出自粛対象者に対して診療等の医療を提供する体制が整っていること。



医療措置協定では、各医療機関の機能や役割に応じ、新興感染症への対応時期について、

「流行初期」「流行初期以降」に分かれます。

流行初期

感染症法に基づく、厚生労働大臣による新型インフルエンザ等感染症に係る発生の公表（新興感染症に

位置付ける旨の公表）から３ヶ月以内です

感染症指定医療機関、公立･公的医療機関を中心に、新型コロナ発生の約１年後(2020年12月)
の患者数の規模に前倒しで対応できる体制の確保を目指します。

【参考：2020年12月頃の新型コロナ対応の状況(最大値) 入院者数165人、検体採取件数 1,205件(平均559件/日)】

流行初期以降

新興感染症の発生公表後、概ね４～６ヶ月以降です。

流行初期以降では、流行初期の体制に対応可能な民間医療機関も加え、発生公表後６ヶ月以内に

全ての協定締結医療機関での対応を目指します。

流行初期以降では、新型コロナ対応で確保した最大の体制（2022年12月以降）を目指します。

【参考：2022年12月頃の新型コロナ対応の状況(最大値) 入院者数758人、検体採取件数6,027件(平均3,173件/日)】

新興感染症の「流行初期」と「流行初期以降」の考え方



【改正感染症法（抜粋）】
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【改正感染症法の概要】
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出典:厚生労働省作成資料



医療措置協定の内容について

① 病床確保

② 発熱外来

③ 自宅療養者等に対する医療の提供

④ 感染症からの回復後患者の受入れ

⑤ 人材派遣

⑥ 個人防護具の備蓄
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①【協定締結項目】流行初期の病床確保
流行初期の病床確保の体制として、県では感染症指定医療機関及び公立･公的医療機関
を中心とした体制の構築を目指します。

厚生労働省において新興感染症
発生の公表

県から対象の医療機関へ医療措置協定に
基づく措置の実施を要請

医療機関で病床を確保し、入院患者を受入れ

＜ 流行初期の対応の流れ ＞

厚生労働省による発生公表後、
概ね３ヶ月間が流行初期となります。

2020年(令和2年)12月時点で病床を確保していた感染
症指定医療機関及び公立･公的医療機関を想定

･医療機関：50機関

･病 床 数：325床

＜ 流行初期の体制目標 ＞

・感染症指定医療機関の感染症指定病床は協定対象外です。
・特に配慮が必要な患者（小児、妊産婦、精神疾患、透析等）を受
入れる病床については、専用病床に限らず感染症以外の患者も受
入れる兼用病床も含みます。

＜ 病床確保に関する留意事項 ＞

長野県



①【協定締結項目】流行初期以降の病床確保
流行初期以降の病床確保の体制として、県では全ての協定締結医療機関による体制を目指

します。

県から対象の医療機関へ医療措置協定に
基づく措置の実施を要請

医療機関で病床を確保し、入院患者を受入れ

＜ 流行初期以降の対応の流れ ＞

2022年(令和4年)12月時点で病床を確保していた感染
症指定医療機関及び公立･公的医療機関を想定

･医療機関：60機関

･病 床 数：560床

＜ 流行初期以降の体制目標 ＞

・感染症指定医療機関の感染症指定病床は協定対象外です。
・特に配慮が必要な患者（小児、妊産婦、精神疾患、透析等）を受
入れる病床については、専用病床に限らず感染症以外の患者も受
け入れる兼用病床も含みます。

＜ 病床確保に関する留意事項 ＞

長野県

厚生労働省による新興感染症発生公
表から概ね３か月後、感染が拡大

厚生労働省による発生公表後、
概ね４～６ヶ月以降が流行初期以降です。



②【協定締結項目】流行初期の発熱外来･検査
流行初期の発熱外来･検査体制として、県では感染症指定医療機関及び公立･公的医療機関
を中心とした体制の構築を目指します。

厚生労働省において新興感染症
発生の公表

県から対象の医療機関へ医療措置協定に
基づく措置の実施を要請

医療機関で、発熱外来や検査の対応を実施

＜ 流行初期の対応の流れ ＞

厚生労働省による発生公表後、
概ね３ヶ月間が流行初期となります。

2020年(令和2年)12月時点で外来診療等を実施してい
た感染症指定医療機関及び公立･公的医療機関を想定

･外来診療体制：28機関（560人/日）

･検査体制：560件/日
※検査体制は民間検査機関含む

＜ 流行初期の体制目標 ＞

・検査について、抗原検査(定性、定量)は協定に含まれません。
(PCR法等が対象です。)
・医療機関で検体採取のみ行い、分析を外部に委託する場合は、協
定の対象外です。

＜ 検査に関する留意事項 ＞

＋

検体採取 分 析

⇒医療措置協定対象の検査数

長野県



②【協定締結項目】流行初期以降の発熱外来･検査
○ 流行初期以降の発熱外来･検査体制として、県では流行初期の発熱外来･検査体制に民間

医療機関等も加え、新型コロナ最大の体制と同規模の体制構築を目指します。

○ 流行初期以降に対応いただける医療機関が不足しているため、ご協力をお願いいたします。

厚生労働省による新興感染症発生公
表から概ね３か月後、感染が拡大

感染状況を踏まえ、県から対象の医療機
関へ医療措置協定に基づく措置の実施を
要請

医療機関で、発熱外来や検査の対応を実施

＜ 流行初期以降の対応の流れ ＞

厚生労働省による発生公表後、
概ね４～６ヶ月以降が流行初期以降です。

・検査について、抗原検査(定性、定量)は協定に含まれません。
(PCR法のみ対象です。)
・医療機関で検体採取のみ行い、分析を外部に委託する場合は、協
定の対象外です。

＋

検体採取 分 析

⇒医療措置協定対象の検査数

2022年(令和4年)12月以降で外来診療等を実施してい
た医療機関を想定

･外来診療体制：720機関（8,400人/日）

･検査体制：4,560件/日
※検査体制は民間検査機関含む

＜ 流行初期以降の体制目標 ＞

長野県

＜ 検査に関する留意事項 ＞



③【協定締結項目】自宅療養者等への医療の提供
○ 新興感染症の感染拡大により、自宅療養者等の増加が見込まれる流行初期以降の時期に、

自宅療養者等に対して必要な医療を提供する体制構築を目指します。

○ 対象施設は「自宅」「宿泊療養施設」「高齢者施設」「障がい者施設」です。

厚生労働省による新興感染症発生公
表から概ね３か月後、感染が拡大

感染状況を踏まえ、県から対象の医療機
関へ医療措置協定に基づく措置の実施を
要請

自宅療養者等に対し、電話･ｵﾝﾗｲﾝ診療、往診、
健康観察等を実施

＜ 流行初期以降の対応の流れ ＞
長野県

自宅 宿泊療養施設

障がい者施設高齢者施設

○ 自宅療養者等へ医療の提供で想定している内容は、次の４項目です。
⇒ ①通常の対面診療、②電話･ｵﾝﾗｲﾝ診療、③往診、④健康観察

○ 新型コロナにおける電話情報機器を用いた診療等の時限的･特例的
取扱いは、R5.7月末で終了していますが、電話･ｵﾝﾗｲﾝ診療は、同様
の措置が行われる想定でお考えください。

＜ 留意事項 ＞

自宅療養者等への医療の提供
をを行う協定締結医療機関数

400機関（医療機関）
(参考：厚労省 医療措置協定締結等ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ)

＜ 体制の目標 ＞



④【協定締結項目】回復後患者の受入れ（後方支援）
○ 新興感染症の感染拡大により、病床のひっ迫が見込まれる流行初期以降の時期に、感染

症からの回復後患者を受入れる体制構築を目指します。

厚生労働省による新興感染症発生公
表から概ね３か月後、感染が拡大

感染状況を踏まえ、県から対象の医療機
関へ医療措置協定に基づく措置の実施を
要請

＜ 流行初期以降の対応の流れ ＞
長野県

○ 入院患者の増加が見込まれる流行初期以降に要請をさせていただ
く見込みです。

○ 感染症患者の入院受入れが難しい場合、感染症からの回復後患者
の受入れについて、積極的に対応いただくようお願いします。

＜ 留意事項 ＞

感染症からの回復後、継続して入院治療
が必要な患者を受入れ

後方支援医療機関

回復後患者の受入れを行う協
定締結医療機関数

60機関
(参考：厚労省 医療措置協定締結等ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ)

＜ 体制の目標 ＞



⑤【協定締結項目】人材派遣
○ 新興感染症の感染拡大により、医療ひっ迫が想定される流行初期以降の時期に、医療提供

体制等を維持する仕組みの構築を目指します。

○ 派遣先の想定は、県内の医療機関、高齢者施設、県外の医療機関等です。

厚生労働省による新興感染症発生公
表から概ね３か月後、感染が拡大

感染状況を踏まえ、県から対象の医療機
関へ医療措置協定に基づく措置の実施を
要請

派遣先の施設等で、感染症医療やまん延防止等
の業務を実施

＜ 流行初期以降の対応の流れ ＞
長野県

高齢者施設

新型コロナ対応と同規模の体制を目指す。

派遣可能医療従事者等

のべ400人以上
(参考：新型コロナ実績、事前調査回答結果)

＜ 体制の目標 ＞
・派遣元医療機関や近隣で感染が拡大していない等、医療機関の状況に
応じて派遣を要請します。

・派遣いただきたい人材は次のとおりです。
DMAT、DPAT、災害支援ﾅｰｽ、感染症医療担当従事者、感染症予防業務等従事者

※感染症医療担当従事者:病棟、外来等で感染症患者への医療提供を担当
感染症予防業務等従事者：医療機関、施設等でまん延防止等の技術的指導を担当

・災害支援ナースは、R6.4改正医療法により法定化されるものです。

＜ 留意事項 ＞

医療機関



⑥【協定締結項目】個人防護具の備蓄
○ 新興感染症への対応の備えとして、個人防護具の備蓄をお願いいたします。

○ 備蓄量について、国では医療機関の使用量２ヶ月分以上とすることを推奨しています。

サージカルマスク N95マスク アイソレーション
ガウン

フェイス
シールド

非滅菌手袋

＜ 備蓄の内容＞

個人防護具の備蓄を行ってい
る協定締結医療機関数

約８割以上
(参考：厚労省 医療措置協定締結等ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ)

＜ 体制の目標 ＞
・N95マスクは、DS2マスクでの代替も可能です。
・アイソレーションガウンには、プラスチックガウンも含まれます。
・フェイスシールドについては、再利用可能なゴーグルの使用での代替も可
能です。この場合、ゴーグルは再利用可能であり、有事における医療機関
での1日当たりの使用量の備蓄を推奨します。必要人数分の必要量を確保
していれば、フェイスシールドの備蓄は不要であり、かつ、フェイスシー
ルドの使用量2か月分の確保と同等なものとします。

＜ 留意事項 ＞



個人防護具の備蓄について、医療機関等情報支援システム(G-MIS)の週次調査から集計した規模別･物資別

の平均使用量(令和３年度及び令和４年平均値)の結果がありますので、必要に応じて参考としてください。

出典:令和5年5月26日厚生労働省 感染症法に基づく「医療措置協定」締結等のガイドラインから抜粋

⑥【参考】個人防護具の備蓄量の目安
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